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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
Ｓｎ－Ｃｕ－Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ合金に於いて、その組成が、Ｃｕが０
．１～２重量％、Ｎｉが０．００１～１重量％、Ｓｂが１．５～４．５重量％、残部がＳ
ｎ及び不可避不純物からなることを特徴とするアルミニウム部材にも直接接合が可能な鉛
フリーはんだ合金。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、Ｓｎ－Ｃｕ－Ｎｉ－Ｓｂを基本組成とする鉛フリーはんだ合金に関し、詳しく
はアルミニウム部材の接合に適した鉛フリーはんだ合金及びそのはんだ合金を用いたはん
だ接合に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、半導体装置の放熱部材を始めとする各種熱関連装置に組み込まれる熱交換器の素材
として、アルミニウムが多用されている。放熱部材としてのアルミニウムは、高い熱伝導
性を有し、熱応力の発生が少なく、加工性、コスト、重量等の面から銅よりも適している
。
　しかし、アルミニウムを放熱部材の材質として用いる場合には、はんだ付け性が悪いと
いう問題点を解決する必要がある。
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　例えば、アルミニウムを異種金属部材の銅部材と接合する場合に、鉛フリーはんだ合金
として広く用いられているＳｎ-Ａｇ-Ｃｕ系はんだ合金を用いて接合しようとしても、ア
ルミニウム表面に形成する酸化膜等の影響等で十分な接合強度が得られないことが知られ
ている。
【０００３】
また、パワー半導体素子、セラミック基板、及び金属放熱板からなる大容量半導体装置は
、各部材をはんだ接合によって組み立てられている。
　そして、セラミック基板と金属放熱板であるアルミニウムとの熱膨張係数の差が大きい
ため、接合過程や使用中に発生する熱応力や熱疲労による接合層の破壊が問題となってい
る。
【０００４】
一方、アルミニウムと異種金属材料を接合する方法として、アルミニウム部材を処理して
接合する方法が開示されている。例えば、特許文献１では、アルミニウム部材の接合面に
ニッケル鍍金を施し、その上面に銅鍍金を施し、この銅鍍金膜と銅部材を銅入りはんだを
用いて接合する方法が、特許文献２では、アルミニウム部材表面に亜鉛層、ニッケル層、
錫層を形成させて、はんだ接合する方法が開示されている。また、特許文献３では、Ｓｎ
－Ａｇ系はんだにアルミニウムを一定量配合したはんだ合金を用いて接合することが開示
されている。そして、特許文献４では、アルミニウムを一定量配合したはんだ合金を用い
、超音波振動を印加しながらアルミニウム部材同士を接合させる方法が開示されている。
【０００５】
しかし、特許文献１及び２の方法では、アルミニウム部材を前処理する工程を必要とする
問題があり、特許文献３の方法では、アルミニウムの配合量が多くなると液相線温度が上
昇し半導体装置等のはんだ付けには問題がある。そして、特許文献４の方法では超音波振
動を印加する必要があり、通常のはんだ付け装置では、はんだ付けできないという問題が
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－３６２５０号公報
【特許文献２】特開２００７－１３６４９０号公報
【特許文献３】特開２００８－１４２７２９号公報
【特許文献４】特開２００７－１９０６０３号公報
【特許文献５】特開平１１－２７７２９０号公報
【特許文献６】特願平１０－１００１４１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、前記事情に鑑み、鉛フリーはんだ合金を用いたはんだ接合において、
アルミニウム部材と異種金属材料のはんだ接合において、アルミニウム部材に鍍金等の前
処理を施すことなく、信頼性の高いはんだ接合を可能とする特徴を有することに加え、従
来のプリント基板に電子部品を接合する際においても、高い信頼性を有する鉛フリーはん
だん合金及び当該はんだ合金を用いたはんだ継ぎ手を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明の課題を解決すべく発明者は、Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ合
金に、特定の成分を一定量添加することにより、アルミニウム部材と異種金属部材、アル
ミニウム部材同士、或は、アルミニウム以外の異種金属部材同士のはんだ接合において、
高い信頼性を有することを見出し、本発明を完成するに至った。
即ち、本発明の鉛フリーはんだ合金は、Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ
合金に、１.５重量％以上のＳｂを添加することにより、又は１.５重量％以上のＳｂ及び
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３重量％以上のＡｇを添加することにより、アルミニウム部材と異種金属部材、アルミニ
ウム部材同士、及びアルミニウム以外の異種金属部材同士のはんだ接合において、極めて
高い信頼性を有するはんだ接合を可能とした。
【発明の効果】
【０００９】
本発明は、鉛フリーはんだ合金であるため、環境に配慮したはんだ接合の提供を可能とす
ることは勿論のこと、従来の鉛フリーはんだ合金で成しえなかった、アルミニウム部材と
異種金属部材、アルミニウム部材同士、及びアルミニウム以外の異種金属部材同士のはん
だ接合において、鍍金等の前処理を必要とせずに、極めて高い信頼性を有するはんだ接合
が可能となるため、本発明の鉛フリーはんだ合金一種にてアルミニウム部材及び異種金属
部材よりなる半導体装置等の接合を行うことができ、はんだ付けの工程が容易にできる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】腐食試験の試験方法を示すイメージ図
【図２】腐食試験結果を実施する前の試料写真
【図３】腐食試験を実施した際、アルミニウム基板とはんだ合金の接合部に部分剥離が発
生した写真
【図４】腐食試験を実施した際、アルミニウム基板とはんだ合金が完全に剥離した状態の
写真
【発明を実施するための形態】
【００１１】
以下に本発明の鉛フリーはんだ合金及びはんだ継ぎ手について詳細に説明する。
本発明の鉛フリーはんだ合金は、Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ合金に
、１．５重量％以上のＳｂ、及び１．５重量％以上のＳｂと３．０重量％以上のＡｇを添
加したものである。
Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリー合金のＳｂを添加した鉛フリーはんだ合金は、
本発明の鉛フリーはんだ合金以外にも開示されている。
例えば、特許文献５には、Ｃｕが０．５～２．０重量％、とＮｉが０．０１～０．５重量
％、Ｓｂが０．５～５．０重量％の組成からなる鉛フリーはんだ合金が開示されいる。
しかし、特許文献５に開示されている鉛フリーはんだ合金の特徴は、電極食われ防止や耐
熱衝撃性に優れるというものであり、対アルミニウム部材接合の信頼性向上に関する内容
は全く示唆されていない。また、Ｓｂの添加量も０．５～５．０重量％であり、本発明の
Ｓｂの添加量とは異なる。
【００１２】
本発明の発明者も、特許文献６において、Ｓｎ-Ｃｕ-ＮｉにＳｂを添加した鉛フリーはん
だ合金を開示しているが、特許文献５同様に、アルミニウム部材に対する接合に関して全
く示唆する内容を記載していない。また、Ｓｂの添加量に関しても、０．１～５．０重量
％であり、本発明のＳｂの添加量とは異なる。上記の如く、従来より開示されているＳｎ
-Ｃｕ-ＮｉにＳｂを添加した組成からなる鉛フリーはんだ合金では、本発明のアルミニウ
ム部材の接合に関する内容について、全く示唆されていない。
【００１３】
一方、本発明の鉛フリーはんだ合金は、Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ
合金に特定の成分であるＳｂやＡｇを特定量添加することにより、強固な接合強度を有し
、極めて高い信頼特性を有することを可能とした。
Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ合金の組成について、Ｃｕ及びＮｉは本
発明の効果を有する範囲において、特に制限はないが、Ｃｕは０．１重量％～２重量％が
、Ｎｉは０．００２重量％～１重量％、残部がＳｎとで構成されている範囲が好ましい。
　本発明の鉛フリーはんだ合金は、Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とするが、当該基本組成に
Ｇｅを０．００１～１重量％を添加した組成においても、同様の効果を有する。Ｓｂの添
加量は、本発明の効果を有する範囲においては特に制限はないが、１．５重量％以上が好
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ましく、特に２．５重量％以上が好ましい。
　ＳｂとＡｇを添加する場合の夫々の添加量は、本発明の効果を有する範囲において特に
制限はないが、Ｓｂは１．５重量％以上、かつＡｇが３重量％以上が好ましく、特に、Ｓ
ｂが２．５重量％以上、かつＡｇが３重量％以上が好ましい。
　そして、ＩＳＯ規格及びＪＩＳ規格に規定されている不可避不純物が混入しても、本発
明の効果は変わらない。
【実施例】
【００１４】
以下に、実施例を示し、本発明について具体的に説明する。
　先ず、本発明の鉛フリーはんだ合金の接合信頼性を確認する試験について説明する。
　本試験は、〔腐食試験〕と称し、基板にはんだ合金をはんだ接合させて、食塩水に浸漬
させて、接合部が腐食し、基板とはんだ合金に剥がれを生じるまでの時間を測定し、接合
信頼性を判定する方法である。
　実験に用いた鉛フリーはんだ合金試料の組成を表１に示す。
【００１５】
【表１】

 
【００１６】
次に、試験方法について説明する。
　〔鉛フリーはんだ試料〕
表１に示す組成の鉛フリーはんだ合金を調製した後、圧延ローラーにて圧延し、５０ｍｇ
を切り出して
試料とする。
　〔基板〕
アルミニウム板を、厚さ０．３ｍｍ、一辺が１２．５ｍｍの正方形となるように切断し、
四隅の一端を２－１に示すように折り曲げて、試料基板とする。
　〔試験試料の作製方法〕
図１上図に示すように、２８０℃に加熱したホットプレート上にて、Superior Flux No.1
260（日本スペリア社製）を用い、鉛フリーはんだ試料とアルミニウム基板をはんだ付け
し、はんだが溶解したのを確認後、３０秒後にホットプレートより取り出し、急冷する。
　〔腐食試験方法〕
１）図２下図に示すように、水槽に３％食塩水を準備し、そこに上記方法にて作成した試
験試料を投入し、室温（２０～３０℃）で放置する。
２）毎日定時に、浸漬した試料を目視にて状態を確認した後、アルミニウム基板（２）の
端部（２－１）をピンセットで把持し、食塩水（３）中で、試料を一定の外力になるよう
注意して左右１０回振る外力をかけ、アルミニウム基板からはんだ合金が剥がれるか否か
を判断した。
３）上記の行為を、はんだ合金がアルミニウム基板より剥がれ落ちるまで継続して行う。
４）２０日浸漬し、その間の状態を下記の評価基準で評価し、判定した。
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　〔評価基準〕
１）外力を負荷しないで剥離が生じたものを××とした。（図４の状態）
２）外力を負荷して、はんだ合金がアルミニウム基板より剥離したものを×とした。（図
４の状態）
３）外力を負荷して、はんだ合金は剥がれ落ちないが、接合端面に剥離が生じているもの
を△とした。（図３の状態）
４）外力を負荷しても、剥離が発生しないものを○とした。
【００１７】
次に、接合強度に関する試験について説明する。
〔接合強度確認試験〕
　本試験は、基板と鉛フリーはんだ合金の接合強度を簡易的に確認する方法である。
　表１に示す鉛フリーはんだ合金をはんだ試料とし、基板は、厚さ０．３ｍｍの銅板を、
腐食試験に用いたアルミニウム板と同等の大きさに切断し、標準フラックスＢを用い、腐
食試験と同様の方法で、試験試料を作製した。（ただし、試料基板は、腐食試験の２－１
のように四隅の端部は折り曲げない。）
〔試験方法〕
　上記の方法で、作製した試料の銅基板の対角となる端面を夫々、ペンチで把持し、一定
の力になるように注意しながら、人力にて銅基板を曲げ、はんだ合金の剥離状態を下記の
評価基準にて判定した。
〔評価基準〕
　１）はんだ合金が銅基板より剥離し、剥がれ落ちたものを×とした。
　２）はんだ合金が銅基板より剥離したものを△とした。
　３）はんだ合金と銅基板の接合部に異常がない状態を○とした。
【００１８】
試験結果を表２に示す。
【表２】

【００１９】
表２に示すように、本発明の鉛フリーはんだ合金を用いた実施例１～実施例６は、比較例
１～１５に示す鉛フリーはんだ合金に比べ、腐食試験において優れた結果を示している。
また、接合強度試験においても、従来より用いられているアルミニウム以外の金属部材に
用いられている鉛フリーはんだ合金と同等以上の優れた結果を示している。
　このように、Ｓｎ-Ｃｕ-Ｎｉを基本組成とする鉛フリーはんだ合金に特定量のＳｂ、又
は特定量のＳｂ及びＡｇを組み合わせて添加することにより、アルミニウム部材と異種金
属部材、及びアルミニウム以外の異種金属部材同士のはんだ接合において、高い接合信頼
性及び高い接合強度を有するはんだ接合が可能であることが確認された。
　以上のことは、本発明の鉛フリーはんだ合金を用いたはんだ継ぎ手に関しても、高い接
合信頼性及び高い接合強度を有していることを示す。
【産業上の利用可能性】
【００２０】
本発明の鉛フリーはんだ合金は、アルミニウム部材と異種金属部材、アルミニウム部材同
士、及びアルミニウム以外の異種金属部材同士のはんだ接合において、鍍金等の前処理を
必要とせずに、極めて高い信頼性を有するはんだ接合が可能となるため、広範囲の用途に
応用が期待できる。
【符号の説明】
【００２１】
　　１　　　本発明の鉛フリーはんだ合金
　　２　　　アルミニウム基板
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　　２－１　ピンセットにて把持するアルミニウム基板の端部
　　３　　　食塩水
　　４　　　水槽
　　５　　　はんだ接合部の剥離部分
 

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】
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